
 

令和６年度あきた総合科学技術会議 次第 

 

日時：令和７年１月１０日（金）14:30～16:30 

場所：秋田県庁第二庁舎3F 31会議室 

 

次      第 

 

１ 開  会 

２ あいさつ（杉山産業労働部次長（県）） 

３ 委員紹介（席次表による紹介） 

４ 議  事 

（１）副会長選出 

（２）取組事例等報告（予定） 

①秋田県立大学COI-NEXT（本格型）プロジェクト－木材高度加工研究所の新たな挑戦－ 

（秋田県立大学木材高度加工研究所；高田所長） 

②能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介 

（JAXA能代ロケット実験場；高橋主査） 

③光検知式水素センサの開発について（秋田県産業技術センター；山根上席研究員） 

④経済産業政策の方針及び関連支援施策について（東北経済産業局；古谷野部長） 

⑤情報データ科学部の開設について（秋田大学；長縄副学長） 

５ その他（各機関からの報告／情報提供など） 

①秋田高専が目指す再生可能エネルギー人材育成（秋田高専；高橋校長） 

②パテントコンテストの紹介（あきた知的財産事務所；齋藤代表弁理士） 

６ 閉  会 

 

【配布資料】 

＜出席者名簿等＞ 

◆資料1-1 令和6年度あきた総合科学技術会議 出席者名簿 

◆資料1-2 令和6年度あきた総合科学技術会議 席次表 

＜取組事例等報告資料＞ 

◆資料2-1 秋田県立大学COI-NEXT（本格型）プロジェクト 

◆資料2-2 能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介 

◆資料2-3 光検知式水素センサの開発について 

◆資料2-4 経済産業政策の方針及び関連支援施策について 

◆資料2-5 情報データ科学部の開設について（報告時に配布） 

◆資料2-6 秋田高専が目指す再生可能エネルギー人材育成 

◆資料2-7 パテントコンテストの紹介 

＜その他＞（参考資料） 

◆資料3-1  あきた科学技術振興ビジョン2.0 

◆資料3-2  あきた総合科学技術会議設置要綱 



資料1-1

　　日時：令和７年１月１０日（金） 14:30～16:30

　　場所：秋田県庁第二庁舎3F　31会議室

＜委員＞ （５０音順；敬称略）

所　属 役　職 氏　名

秋田市立飯島中学校 校長 石塚　昭仁

国立大学法人秋田大学 理事（兼）総括副学長 尾野　恭一

秋田県立平成高等学校 教諭（兼）教育専門監 加藤　政夫

経済産業省東北経済産業局
地域経済部

部長 古谷野　義之

株式会社三栄機械 取締役会長 齊藤　民一

あきた知的財産事務所 代表弁理士 齋藤　博子

株式会社アクトラス 代表取締役 眞田　　慎

国立大学法人秋田大学
大学院
理工学研究科長

寺境　光俊

秋田たかのす農業協同組合
比内地鶏振興部会

会長 杉渕　　渉

独立行政法人国立高等専門学校機構
秋田工業高等専門学校

校長 高橋　雅之

公益財団法人
あきた企業活性化センター

専務理事 羽川　彦禄

公立大学法人秋田県立大学 理事兼副学長 蒔田　明史

＜報告者＞ （報告順；敬称略）

所　属 役　職 氏　名

公立大学法人秋田県立大学　木材高度加工研究所 所長 高田　克彦

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構
能代ロケット実験場

主査 高橋　卓也

秋田県産業技術センター
上席研究員（兼）チームリー
ダー

山根　治起

経済産業省東北経済産業局
地域経済部

部長 古谷野　義之

国立大学法人秋田大学 副学長 長縄　明大

独立行政法人国立高等専門学校機構
秋田工業高等専門学校

校長 高橋　雅之

あきた知的財産事務所 代表弁理士 齋藤　博子

＜事務局＞

所　属 役　職 氏　名

秋田県産業労働部 次長 杉山　重彰

秋田県産業労働部地域産業振興課 課長 辻田　豊英

秋田県産業労働部地域産業振興課産学官連携チーム チームリーダー 今野　鉄哉

秋田県産業労働部地域産業振興課産学官連携チーム 副主幹 田口　一知

秋田県産業労働部地域産業振興課産学官連携チーム 主事 高橋　結希

令和６年度　あきた総合科学技術会議　出席者名簿



資料1-2

日時：令和７年１月１０日（金）14:30～16:30
場所：秋田県庁第二庁舎　31会議室

令和６年度あきた総合科学技術会議　席次表

眞田慎 委員

杉渕渉 委員 齊藤民一 委員

羽川彦禄 委員

蒔田明史 委員

寺境光俊 委員

齋藤博子 委員

石塚昭仁 委員

高橋雅之 委員

スクリーン

（報告者）

杉山
次長

辻田

課長
今野TL

プロジェクタ

田口

事務局員

古谷野義之 委員

尾野恭一委員

加藤政夫 委員

報告者席

入口

事務局席
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秋田県立大学 COI-NEXT（本格型）プロジェクト 

－木材高度加工研究所の新たな挑戦－  

（秋田県立大学） 

 

 

 

機密情報等を含むため非公開 



能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介

能代市こども館ご提供

組 織 概 要
～保安林により最大で1kmの保安距離を確保可能な
宇宙推進エンジンの燃焼試験場～

■沿革

1955年   糸川教授によるペンシルロケットの発射試験

1962年 能代ロケット実験場 開設

1964年 Μ型ロケットの地上燃焼試験開始

1971年 水素液化機の制作 研究開始

1973年 我が国初の液体水素エンジン燃焼試験に成功

1982年 真空燃焼試験棟（HATS）完工

1983年 日本海中部地震発生 甚大な津波の被害

1989年 ATREX（航空機用液水エンジン）試験開始

1998年 再使用ロケット実験機 地上燃焼試験

2011年 イプシロンロケット燃焼試験開始

2023年 燃焼試験中に爆発火災、HATS損壊

■所在地
〒016-0179 秋田県能代市浅内字下西山1

■面積
61,581ｍ2

1
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• 1970年代に、「液体水素ロケット」の研究に着手

• 1973年10月13日に、水素液化機と推力100kg級水冷却燃焼器を用いて燃焼実験に成功

• 1978年から1980年代にかけて、推力7～10ton級の液体水素ロケットエンジンの研究開発を実施

• 1990年代から2000年代にかけて、「再使用ロケット」の研究開発を実施

再使用ロケットの研究開発液体水素ロケットの研究開発初の液体水素ロケット燃焼実験

2能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介



3能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介

• 能代ロケット実験場は、再使用ロケットの研究開発を通じて、水素の安全・利用・貯蔵・輸送に関する様々な技
術蓄積を獲得してきました。

• これらの技術は、世界各国が推進する「水素サプライチェーンの構築」に貢献しています。
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環境省HPより引用

• 水素サプライチェーンの構築には、水素の「つくる・ためる・はこぶ・つかう」全体を考慮した研究開発・実証が
必要であり、各技術の高度化や低コスト化、安全性の検証、規制整備などが求められています。

• 多くの国・地域が水素関連の取組を強化しており、日本がこの分野を今後もリードするためには、より一層取組を
強化する必要があります。

4能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介



5能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介

液化水素の供給源「30m3液化水素貯槽」を中核として、様々な水素関連試験設備を段階的に拡充してきました。
• 2011年に、「水素超電導試験設備」を整備
• 2015年に、「超高圧液化水素供給設備」を整備
• 2019年に、「大規模水素サプライチェーン向け液体水素機器試験設備」を整備
• 2024年から「水素航空機試験設備」を整備開始

100m

Entrance

液体水素貯槽(30m3)

水素超電導試験設備

大規模水素サプライチェーン向
け液体水素機器試験設備

超高圧液化水素供給設備

水素航空機試験設備

管理棟

火薬庫

管制棟

©Google



日本の代表的な水素実験場として

• 能代ロケット実験場は、水素サプライチェーン構築に必要な各種実験に対応する日本随一の実験場として活躍して
います。

6能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介

エネルギー・環境材料研究センター
水素関連材料等に関する研究施設

総合研究所
高圧ガス分野の試験研究施設

水素エネルギー製品研究試験センター
高圧水素ガスを用いた試験施設

HySEF
燃料電池車の評価試験および
高圧水素容器に関わる各種試験設備

名古屋検査所
水素ガス消費機器等に関する試験設備

水素技術センター
実証用水素ステーション設備

経済産業省HPの「水素実証実験場一覧表」よりJAXAにて作成

能代ロケット実験場(NTC)



7能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介
能代ロケット実験場の更なる拡充計画

• 2024年から、能代市や大学と連携して「水素ラボ」構想実現に向けた活動に着手しています。

• 水素分野に参入するスタートアップ支援や、地元企業の進出機会を創出することを目指しています

能代市ならではの脱炭素の取組として、市主体で整備を行い、
企業版ふるさと納税を活用して財源確保を目指す。
※水素ステーション機能追加により、国補助金の活用も可能？

○JAXAが市に対しBOG由来の低圧水素の活用・改修を検討
○市は水素を用いた製品開発等を行うベンチャー企業等(※)
に高圧水素として提供
※能代市にサテライトオフィス等拠点を置く企業

JAXA能代ロケット実験場で液化水素実証を行う企業や、
構想１の設備を活用する水素ベンチャー企業等が入る
オフィスラボを建設 ※民間資金活用を想定

【併せてやりたいこと】
水素関連の開発・実証のみならず、JAXAや大学と連携し、水素を中心
としたエネルギーに関する専門教育アカデミーも実装したい
⇒企業や学生をターゲットにした専門教育プログラム
⇒プログラム履修者には「水素エキスパート」などの称号

液化水素貯蔵タンク
（1日当たり約70N㎥の
ボイルオフガス(BOG)を
大気放出(燃焼)

高圧水素（気体）
貯蔵及び充填設備

ブースター
（再加圧により低圧
水素ガスを高圧水素
にする）

増設設備(案)既存設備

⇒水素の関係人口創出及び専門人材育成

ラボイメージ

JAXA能代ロケット実験場内の液化水素貯蔵タンクから
発生するボイルオフガス(BOG)を再利用するための設備
を市主体で整備

【構想２】水素オフィスラボ建設【構想１】高圧水素(気体)設備増設

能代市資料



8能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介

50m

150m

47m3 液体水素貯槽

設備保護用の障壁（4m&5.5m）

高圧ガスカードル置き場

5m3 液体窒素貯槽

計測室

• 既存実験場から南に2.5km離れた場所を拡張エリアとして選定。
• 整備する敷地は、南北方向に150m、東西方向に50m。
• 旧エリアから完全リモート運用可能な実験エリアとして整備。

能代ロケット実験場の更なる拡充計画

• 2025年の夏に、「南能代拡張エリア」を開設予定です。

• 現在の実験場の南側2.5kmの地点に、さらに大規模な水素実験を行うことができる実験エリアを整備します。



9能代ロケット実験場における産学連携活動の紹介

深宇宙探査の
発展を支える
真空燃焼試験

液体推進系対
応で官民の将
来宇宙輸送開
発を促進

安全性とレジ
リエンス性で
挑戦を加速

柔軟で使いや
すい汎用型
施設

能代ロケット実験場の更なる拡充計画

• 2027年に、「真空燃焼試験棟」を復旧します。

• 民間企業や大学による宇宙開発を活性化し、共同利用できる最新の大型燃焼試験設備となる計画です。



資料2-3

光検知式水素センサの開発について

（秋田県産業技術センター）

機密情報等を含むため非公開



1

令和７年１月１０日
東北経済産業局地域経済部長

古谷野 義之

令和６年度あきた総合科学技術会議

経済産業政策の方針及び

関連支援施策について

13084
テキストボックス
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「経済産業政策の新機軸」の枠組み

2



地域を牽引する重点産業（半導体産業、自動車産業、医療機器産業、
風力発電や地熱発電などの再生可能エネルギーや水素エネルギー関
連産業等）の支援

産業用地・産業インフラの環境整備 等

Ⅰ．エリア価値の向上

東北経済産業局の重点施策

• 東北地域は、他地域と比較して著しい少子高齢化による人口減少、若者・女性の首都圏への人口流出、経
営者の高齢化と事業承継問題などにより、今後の地域社会の持続可能性が大きな課題。

• 東北経済産業局は、地域の関係者との連携を深め、地域企業が抱える課題に耳を傾けて、地方が主導する
取組を身近な立場で伴走するべく、次の重点施策に取り組む方針。

中堅・中核企業の成長支援

スタートアップ支援

グローバル化による海外需要の獲得推進

経済安全保障の推進

地域産業を支えるDX・半導体関連・洋上風力関連人材の育成

外国人材の確保・活用推進 等

Ⅱ．企業競争力の強化

社会実装を通じたDX促進

事業承継・アトツギ支援・事業再生等による再成長支援

支援機関による経営支援の強化

価格転嫁の取引適正化の推進 等

Ⅲ．経営者層の変化に対する対応力、成長意欲の醸成

Ⅳ．GX実現とエネルギーの安定供給の確保

福島復興の着実な推進、沿岸被災地域の基幹産業への支援

中小企業等における事業継続力強化 等

Ⅴ．沿岸地域及び福島復興の着実な推進

カーボンニュートラル実現に向けた取組

原子力発電の地域共生を実現するための取組

エネルギー安定供給確保の体制整備・災害対応力の強化 等
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全国における再エネ海域利用法に基づく案件形成の状況（洋上風力発電）

促進区域・有望区域等の指定・整理状況（令和6年9月27日時点）

東北では2030年までに最大約533万kW、2040年までに最大約900万kWが導入見込。

促進区域に選定されてから運転開始までは７年程度。2028～2030年運転開始への対策。

案件形成：全国３０区域のうち、秋田５区域。
促進区域（事業者選定済）：全国８区域（323.6万KW）のうち、秋田4区域（203.9万KW）
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先行して立地が進む秋田県では、企業コンソーシアム（秋田風作戦）が形成され、風力関連産業への参入実績や、大企業
との連携事例が生まれつつある。

その他の地域においても、青森風力エネルギー促進協議会やいわきウィンドバレー推進研究会等が形成されている。

今年度、東北経済産業局では事例が生まれつつある国内事例と既に
洋上風力が数多く運転されている海外事例の調査を行ない、参入の
メカニズムの解明及び必要な支援（コンソーシアム形成や大企業と
の連携時に必要な支援等）について検討を実施する予定。

地域参入の先行事例：秋田風作戦

地域でのサプライチェーン形成に向けた動き

出典先：秋田風作戦HPより http://www.awpc.jp/

✓ ウェンティ・ジャパン及び北都銀行の主導で設立。

✓ 代表はウェンティ・ジャパン社長の佐藤 裕之氏。陸・洋問わ
ず風力産業への県内企業の参画を目指し、セミナーやマッチ
ングイベントを開催している。風力発電が注目を浴びる2013
年から活動しており、11年の歴史。

✓ 秋田県内企業の風力関連産業への参画事例も創出（大森建設、
三栄機械、アイセス等）。
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稲とアガベ株式会社
（本社：男鹿市）

株式会社TOMUSHI
（本社：大館市）

令和６年度実施事業（東北管内全34件）
秋田県（3件）

R4採択
世界初、人間ドック等の健診向け革新的な迅速ＥＬＩＳＡによる多種歯
周病菌検出装置の開発【測定計測】

株式会社小滝電機製作所（大館市）

○秋田県産業技術センター、国立大学法人秋田大学
□公益財団法人あきた企業活性化センター 

R6採択
高性能なもみ殻活性炭を用いた蓄電池の量産技術の開発【材料製造プロ
セス】

株式会社アスター（横手市）

○国立大学法人秋田大学
□株式会社アスター 

R5採択
次世代半導体パッケージ基板の歩留まり向上に資する高性能レーザーリ
ペアシステムの開発【精密加工】

インスペック株式会社（仙北市）

○国立大学法人秋田大学、公立大学法人秋田県立大学
□公益財団法人あきた企業活性化センター 

○：連携している大学・公設試等
□：事業管理機関

⚫ J-Startup TOHOKUは、２０２４年９月に東北地域か

ら新たに６社（うち、秋田県２社）を選定。

※なお、東北経済産業局は、秋田県のスタートアップ支援の取組

「AKISTA」のパートナー機関にも登録済です。

Go-Tech事業

ミッション

ビジョン

全世界の有機廃棄物の窓口に

地球に優しい未来

ミッション

男鹿から日本の未来を醸す

企業理念

男鹿の風土を醸す

J-Startup TOHOKU

⚫中小企業等が大学・公設試等の研究機関などと連携して

行う研究開発、試作品開発及び販路開拓等の取組を支

援する制度。３年間で最大9,750万円を補助金として交

付。

秋田県内のスタートアップ・研究開発の取組例

6



（出典）内閣府「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を増やす～」（令和６年11月22日）
7



Ⅰ．生産性向上支援
⚫ 生産性向上支援（生産性革命推進事業のうち、ものづくり補助金、ＩＴ導入補助金、持続化補助金、事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）の拡充【3,400億円の内数】

- 最低賃金近傍の事業者に対する支援拡充（ものづくり補助金、ＩＴ導入補助金）

- 設備投資や取引実態等に合わせた補助上限・枠・要件見直し（ものづくり補助金、IT導入補助金、持続化補助金、事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）など

Ⅱ．新事業展開・構造転換支援
⚫ 新事業進出補助金（仮称）の創設【既存基金の活用（1,500億円規模）】

⚫ 中小企業の成長につながる新事業進出・構造転換への投資に重点支援する新たな支援措置を創設

Ⅲ. 成長投資支援
1. 中小企業成長加速化補助金（仮称）の創設（生産性革命推進事業の一部として創設）【3,400億円の内数】

- 売上高100億円超の中小企業を恒常的に創出するため、売上高100億円を目指す中小企業への設備投資支援や、中小機構による多
様な経営課題（Ｍ＆Ａ・海外展開・人材育成等）への支援等を創設

2. 中堅・中小企業の大規模投資支援【1,400億円】
- 中堅・中小企業が、足元の人手不足に対応した省力化等による労働生産性の抜本的な向上と事業規模の拡大を図るための、工場の新

設等の大規模な投資に対する支援を継続（新規公募分として３年・3,000億円を措置）

3. 売上高100億超を目指す中小企業へのリスクマネー供給【30億円】
- 売上高100億超を目指す中小企業に対し、中小機構が出資するファンドを通じリスクマネー（メザニン等）を供給

Ⅳ．省力化投資支援
1. 省力化補助金の運用改善【既存基金の活用（3,000億円規模）】

- 省力化補助金の対象として、個別発注形式の省力化投資支援を新設し、省力化投資支援を運用改善

Ⅴ．中小企業・小規模事業者の活性化に向けた支援 【404億円＋既存予算の活用】

1. 重層的・規律ある資金繰り支援の強化（通常資本性劣後ローンの拡充、プロパー融資促進のための新たな保証制度の創設等）

2. 経営改善・事業再生・再チャレンジ支援の拡充（早期経営改善計画策定支援事業を通じた金融機関による経営改善支援の促進、中小企
業活性化協議会を通じた再チャレンジ支援の拡充（各種手続き・専門家経費等））

3. 相談体制の拡充（商工会・商工会議所・よろず支援拠点、中小企業活性化協議会、事業承継・引継ぎ支援センター等）

4. 価格転嫁対策の一層の強化 ‐  価格交渉促進月間を踏まえたフォローアップ調査を活用した取引実態調査を強化

5. 令和６年能登半島地震等の切れ目ない復旧支援の継続（能登支援として「なりわい再建支援補助金」で150億円）

6. 局激指定災害への支援拡充（局激指定災害に関する自治体連携補助金の補助上限引上げ、中小企業の対象化、施設建替の対象化等）

中小企業・小規模事業者向け補正予算（総額5,600億円、既存基金の活用等を含め１兆円を上回る規模）
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

地域の雇用を支える中堅・中小企業が、足元の人手不足等の

課題に対応し、成長していくことを目指して行う大規模投資等を
促進することで、地方においても持続的な賃上げを実現する。

成果目標

①大規模成長投資補助金：

大規模投資を通じた労働生産性の抜本的向上と事業規模の
拡大により、対象事業に関わる従業員の1人当たり給与支給総
額が、地域別の最低賃金の伸び率を超える伸び率を実現する。

②地域企業経営人材確保支援事業給付金：

当該事業により経営人材を確保した中堅・中小企業が、確保
前の想定を上回る企業成長を達成することを目指す。

事業概要

中堅・中小企業の持続的な賃上げや事業成長等を目的とし
て以下の取り組みを行う。

①大規模成長投資補助金

人手不足に対応するための省力化等による労働生産性の
抜本的な向上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の
拠点新設や大規模な設備投資に対して補助を行う。

②地域企業経営人材確保支援事業給付金

着実な事業成長等を実行可能な経営体制を整備するため、
転籍・兼業・副業・出向等により大企業から経営人材を受け
入れた場合に、給付金を給付する。

中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金

国庫債務負担行為含め新規公募分として総額3,000億円 ※令和６年度補正予算額 1,400億円

①大規模成長投資補助金：補助上限額50億円

※投資下限額は10億円

②地域企業経営人材確保支援事業給付金：給付上限額450万円

※兼業・副業・出向の場合は給付上限額200万円

民間企
業等

国
中堅・中小

企業

補助

（定額）

①補助

（1/3以下）

②給付金

拡充
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

導入支援イメージ

中小企業省力化投資補助事業 3,000億円 （中小企業等事業再構築促進基金を活用）

事業目的

中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人
手不足に悩む中小企業等に対して、省力化投資を支援する。
これにより、中小企業等の付加価値額や生産性向上を図り、賃
上げにつなげることを目的とする。

事業概要

（１）カタログ注文型

清掃ロボット、自動券売機、スチームコンベクションオーブン、無人
搬送車等の人手不足解消に効果がある汎用製品を「カタログ」に
掲載し、中小企業等が選択して導入できるようにすることで、簡易
で即効性がある省力化投資を促進する。

（２）一般型

業務プロセスの自動化・高度化やロボット生産プロセスの改善、
デジタルトランスフォーメーション(DX)等、中小企業等の個別の
現場の設備や事業内容等に合わせた設備導入・システム構築等
の多様な省力化投資を促進する。

補助

（1/2）独立行政法人
中小企業基盤整備機構

中小
企業等国

補助

（基金）

※これまで実施してきた中小企業等事業再構築促進事業のスキーム

枠・類型 補助上限額 ※カッコ内は大幅賃上げを行う場合 補助率

カタログ
注文型

5人以下 200万円（300万円）
6~20人 500万円（750万円）
21人以上 1000万円（1500万円）

1/2

一般型 5人以下 750万円（1,000万円）
6～20人 1,500万円（2,000万円）
21～50人 3,000万円（4,000万円）
51～100人 5,000万円（6,500万円）
101人以上 8,000万円（1億円）

1/2、小規模・再生 2/3

※補助金額1,500万円までは
1/2もしくは2/3、1,500万円
を超える部分は1/3

※最低賃金引上げ特例：
補助率を2/3に引上げ（小規
模・再生事業者は除く。）

一般型カタログ注文型

・自動券売機 ・無人搬送車 ・カスタマイズ機器 ・ソフト＋ハード

運用改善
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令和６年度補正予算における省エネ支援パッケージ

事
業
者
向
け

設備投資と省エネ診断に対する支援で、ＧＸへの第一歩として省エネを強力に促進

１．省エネ・非化石転換設備への更新支援

• 昨年度、省エネ設備への更新に対して、３年間で7,000億円規模の予算により、複数年の投資計画に切れ目なく支援することと
した。今年度は、本取り組みを継続しつつ、以下により更に取り組みを強化【600億円】（国庫債務負担行為含め総額2,375億円
）

− ニーズの高かった設備単位の更新を支援するⅢ型について、予算規模を拡充

− 工場全体で高い省エネ効果を求めるⅠ型や電化・脱炭素化を求めるⅡ型について、工事費用の追加など補助対象等の見直し
を行いつつ、特に中小企業の積極的な活用（大規模投資）を促す

• 高効率機器（空調、照明、給湯）と外皮の高断熱化（断熱窓・断熱材）の導入を一体で進めることで、既存の建築物（事務所、
学校、商業施設、病院等）を効率的に省エネ改修する支援策（環境省事業）を実施。【112億円】（国庫債務負担行為含め総額
344億円）

２．省エネ診断

• 工場・事業所のエネルギー消費量等の見える化を行い、改善提案を行う省エネ診断により、省エネの取り組みを行う中小企業の
裾野を広げる。今年度からは、デジタル技術を活用した見える化を促進する診断メニューを加えて、より効果的な省エネ対策を
後押しする。加えて、省エネ・地域パートナーシップにより地域の金融機関・省エネ支援機関と連携し、中小企業の省エネ診断
の活用を促進することを目指す【34億円】

家
庭
向
け

経産省・国交省・環境省の３省連携による住宅の省エネ化支援

３．省エネ住宅支援

• 住宅のヒートポンプ給湯機や家庭用燃料電池等の高効率給湯器の導入において、高性能な給湯器（高効率な機種や、昼間の余剰
再エネ電気を活用できる機種等）に対して集中的に支援【580億円】。また、設置スペース等の都合からヒートポンプ給湯機等
の導入が難しい既存賃貸集合住宅向けに、小型の省エネ型給湯器（エコジョーズ等）導入の支援を実施【50億円】

• これらの措置を、環境省による住宅の省エネ効果の高い断熱窓への改修支援【1,350億円】、国交省によるZEH水準の住宅支援
【1,750億円】、環境省によるZEH水準を大きく上回る省エネ性能を有する住宅支援【500億円】と合わせて、３省連携でワン
ストップ対応で実施。

※「重点支援地方交付金」により、全国各地の自治体によるエアコン・冷蔵庫等の省エネ家電買い換え支援や賃貸集合住宅向けの断熱窓への改修支援を促進。
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【キュポラ式】※コークスを使用 【誘導加熱式】※電気を使用

• 従来、平釜を個別に熱して塩を製造していたところ、連結型の立釜に更新。

• 釜の排熱を、他の釜の熱源に再利用できるよう、事業所全体の設備・設計を見直
し。３年で37.1％の省エネを実現予定。

【平釜】 【立釜】 ※複数の釜を連結して排熱再利用

【高効率空調】【業務用給湯器】 【産業用モータ】

（Ⅱ）
電化・
脱炭素
燃転型

• 電化や、より低炭素な燃料への転換を伴う機器への
更新を補助

• 補助率：1/2

• 補助上限額：３億円 等

※中小企業のみ工事費を補助対象に追加

（Ⅰ）
工場・

事業場型

※旧ＡＢ類型

• 工場・事業所全体で大幅な省エネを図る取り組みに
対して補助

• 補助率：1/2（中小）1/3（大） 等

• 補助上限額：15億円 等

※中小企業投資枠等を追加

（Ⅲ）
設備

単位型

※旧Ｃ類型

• リストから選択する機器への更新を補助

• 補助率：1/3

• 補助上限額：１億円

※省エネ要件を追加

（Ⅳ）
EMS型

• EMSの導入を補助

• 補助率：1/2（中小）1/3（大）

• 補助上限額：１億円

※省エネ要件を見直し

【見える化システムによるロス検出】 【AIによる省エネ最適運転】

省エネ・非化石転換補助金

⚫ エネルギーコスト高対応と、カーボンニュートラルに向けた対応を同時に進めていくため、工場全体の省エネ
（Ⅰ）、製造プロセスの電化・燃料転換（Ⅱ）、リストから選択する機器への更新（Ⅲ）、エネルギーマネジメ
ントシステムの導入（Ⅳ）の４つの類型で、企業の投資を後押し。

⚫ Ⅰ型に中小企業投資促進枠を創設するなど、ＧＸへの取組の第一歩として省エネを強力に促進する。

【国庫債務負担行為含め総額 2,375億円】
※令和６年度補正予算額：600億円
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• データに基づく提案をま
とめた資料作成。

• よりきめ細やかな省エネ
提案を実施。

ＩＴ診断

ウォーク
スルー
診断

①事前アンケート・面談

• 同日中に、省エネ運用改善を提案。

• 後日、専門家が、工場でできる省エ
ネの余地をまとめた資料を作成し、
中小企業に提案・説明を実施。

③提案

数週間後

数時間～半日

• 専門家が、工場の
エネルギー管理者
等と面談。

• 事業者の希望や課
題等を確認し、計
測の規模や、期間
等を決定。

①事前調査 ②機器設置・計測

１週間～数か月

③見える化・分析

数週間後

④提案

省エネ診断

⚫ 「具体的に何をやればよいか分からない」との中小企業の声も多いことから、専門家による省エネ診断への支援
を強化。

⚫ これまでのウォークスルーを中心とした診断に加えて、計測機器を用いた設備・プロセスごとのエネルギー使用
状況の見える化、分析・提案に対応するメニュー（ＩＴ診断）を追加する。

②ウォークスルー

• 工場内をまわり、エネルギーの
使い方を確認。

• 専門家が、工場のエネルギー管
理者等と面談。設備の仕様や、
普段の設備の使い方を確認。

• 事前調査に基づき計
測機器を設置。

• 計測機器は診断機関
から受診者に貸出。

• エネルギー使用状況を可視
化し、省エネポイント特定。

• 計測データをもとに、専門
家が改善方法を検討。

令和６年度補正予算額：34億円

新設

13

１日



事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

地域大学は、産学連携による共同研究やスタートアップ創出につ
ながるシーズを有しており、それらを活用することが地方におけるイ
ノベーション創出、経済成長の鍵となる。

そこで、地域大学の研究成果を事業化することに特化した施設を
整備することにより、地域大学を核とした産業集積を実現し、イノ
ベーションによる地域経済の持続的な成長に貢献することを目指
す。

成果目標

令和11年度までに本事業に採択された大学等において整備され
た施設・設備における産学連携プロジェクトを240件以上創出す
ることを目指す。

令和11年度までに本事業に採択された大学等において整備され
た施設・設備におけるディープテック分野の大学発スタートアップを
75件以上創出することを目指す。

事業概要

大学等における、①スタートアップ企業等が入居するインキュベー
ション施設等、 ②大学の技術シーズと協業するニーズを持つ企業
が入居する共同研究施設の整備等、③大学等の技術シーズを
探索する外部経営人材等の活動拠点となるオープンイノベーショ
ン施設等の整備等に係る費用の2/3補助及び研究開発等に必
要な機械装置の購入又は備え付けに必要な費用の定額補助を
行います。

間接補助
・施設：2/3
・設備：定額

民間企業等 大学等国

補助
（定額）

地域大学のインキュベーション・産学融合拠点の整備事業
令和６年度補正予算額 30億円
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東北地域で研究開発に取り組む皆様へ

✓ 様々な研究開発プロジェクトの早期の事業化には、計画段階から、必要なリソースを
精査して、取り組むことが重要です。

✓ その一助として、国も支援制度をご準備していますので、検討の材料として下さい。

研究者 企業
起業家

スタートアップ

支援制度の確認・検討

国の支援制度を知りたい。
まとめて情報を入手したい。
制度の違いを知りたい。
相談先がわからない。
個別相談をしたい。
申請前にポイントを知りたい。

近隣支援機関
国の支援機関

T-MAJSNT
独自

国の９機関がご相談に対応

補助金等の３０以上の支援制度から選択肢を検討

 （国研）日本医療研究開発機構（AMED）
 （国研）情報通信研究機構（NICT）
 （国研）産業技術総合研究所（AIST）
 （国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
 （国研）科学技術振興機構（JST）
 （独法）中小企業基盤整備機構（SMRJ）
 （独法）製品評価技術基盤機構（NITE）
  総務省東北総合通信局
  経済産業省東北経済産業局

◆合同説明会：１月２２日（水）＠オンライン
◆個別相談会：１月２２日（水）・２３日（木）＠仙台

連携１０年目！

※オンラインのご相談は随時調整を致します。
※東北各地の説明会や個別相談会のご相談もお寄せ下さい！

東北経済産業局 産業技術革新課
MAIL : bzl-thk-sanren@meti.go.jp 

効率的な把握が
時間や機会の
損失を最小化
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（参考）Go-Tech事業の令和７年度概算要求資料
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秋田高専が目指す再生可能エネルギー人材育成

４つの系(機械系、電気・電子・情報系、物質・生物系、土木・建築系)で構成する
創造システム工学科において

グローバルエンジニアの育成を目指す

秋田工業高等専門学校 あきた総合科学技術会議
令和７年１月１０日

13084
テキストボックス
資料2-6




今年度から秋田高専は、函館高専、八戸高専とともに、風力発電を核とした人材育成の
プロジェクトを拠点校として推進することとなりました。
資源エネルギー庁の発案に基づいた関係の産業界と連携したプロジェクトの拠点校とし

て特に選抜されました。

本プロジェクトでは、今年度をスタートアップとし、来年度から３年間の重点取組期間
において、産学官連携のもとでの高専教育の強みを活かした人材育成システムの完成を目
指します。

秋田高専は、１学科４系の体制で、専門分野を中心としつつも、融合的・複合的な工学
基礎を身に付けた人材の育成に取り組んできました。
秋田の未来を創る協議会からも、秋田の産業人材の養成を進める上で高専に大きな期待

をいただいております。

今までの取組を基礎として、風力発電を核として、出口思考で融合人材を養成していく
ためのカリキュラムの弾力化と学生の選択の重視、早期からの自主探究型卒業研究の導入
を進めますが、学生が地域や産業界のに飛び込んで研鑽させていただくプログラムを特に
強化いたしたく考えております。

皆様の一層のご指導とご支援をお願い申し上げます。

秋田高専校長 高橋雅之



1．プロジェクト概念図①②：連携による人材育成

2．地元産業界からの期待 秋田の未来を創る協議会

3．秋田高専の目指す再生可能エネルギー人材育成

4．系横断融合専攻「風力発電」による学年進行概念図

5． 導入＋基幹＋実践教育による人材育成①②③④

6． 令和６年度の予定



函館高専

秋田高専 八戸高専

国内外の再生可能エネルギー
の将来を切り拓ける人材

以下を兼ね備えた人材

数学・物理等の工学基礎
専門技術

コミュニケーション力・英語力
社会科学

グローバルエンジニア育成に寄与するグ
ローバルキャンプ

（タイ高専とのつながりを活用）

サイトの近さを活かした現地
見学、説明会

洋上風力に特化した専門科目の開発
PBLによる地域課題解決

自主探究
STEAM教育

１．プロジェクト概念図① ：連携による人材育成

再生可能エネルギーへの
関心を引く授業の提供

合意形成演習
技術的にニュートラルに科学的に検証しつつ
多様な関係者とコミュニケーションをとる

（産業界からのサポートを活用）

キャリア・業界セミナー

GXワークショップ

現地研修・
セミナー

国内外にオープンな人材
プラットフォームを目指す

産業界
事業推進のアドバイス

講師派遣
インターンシップ

高専・大学等

カリキュラム展開
イベント連携

事業推進のアドバイス
講師派遣・共同授業

GEAR5.0／COMPASS5.0連携



国内外の再生可能エネルギー
の将来を切り拓ける人材

秋田高専

函館高専

八戸高専

ECOWIND
・産業界のニーズ・育成する人材像
・現地研修の機会提供
・事業推進のためのアドバイス
・関連企業への窓口

関連企業（建設会
社、風車メーカー等）

・専門技術に関するアドバイス
・講師派遣

大学
（東北大、秋田大、
秋田県立大…等）

行政（秋田県）

・県策定の洋上風力
発電人材育成推進
計画との連携

行政（青森県、
八戸市）

・県内高校、中学への教育支援
・再生可能エネルギー出前授業
・地域づくり、まちづくり

・事業へのアドバイス
・学術的展開へのサポート

地元企業
・研修機会の提供
・地域貢献のアイデア
共創

行政（北海道、
函館市）

１．プロジェクト概念図② ：連携による人材育成

政府 文科省 経産省 ⇒ 政策イニシアチブ

高専機構
⇒ 高専教育に展開

全国高専
タイ・モンゴル高専
・学生・教員の交流
・再生可能エネルギー教育の普及
・COMPASS7分野（AI・数理データ
サイエンス、蓄電池等）と連携



２．地元産業界からの期待 秋田の未来を創る協議会

秋田県では、洋上風力発電の推進を着火点として、新しい産業が興ることを期待する声が上がっている。

➢ 洋上風力発電促進区域 秋田県沖：４海域（全国１０海域のうち）
➢ 洋上風力発電の余剰電力活用⇒「再エネ工業団地」の整備／データセンターや電子部品製造等
➢ 必要な技術力と英語力を備えた人材が不足

成長分野で活躍する人材の育成
⇒洋上風力発電に関する業務イメージを明確にする
⇒専門的な技術英語などビジネスで活躍できる英語プログラムが必要である
⇒国際的なビジネスの場で活躍できる人材を育成したい

企業が求める人材
⇒英語が使えて国際化に対応できる人材
⇒風力発電とデータセンター両方のメンテナンスができる人材
⇒自社内でシステムの改修をプログラミングできる人材

背景 ⇒

令和６年９月５日 決議

秋田の未来を創る協議会（最高顧問：佐竹敬久秋田県知事）
「政・官・学・財」の各機関が一堂に会し、秋田県の優位性とチャンスを生かして「明るい秋田」を
実現することを目的とする会



函館高専

八戸高専

県内・国内
産業界

高専機構・全国高専

✓ カリキュラム展開、イベント連携
✓ GEAR5.0／COMPASS5.0連携

タイ高専

海外企業
・研究者

✓ 教員連携、授業連携
✓ 研修機会の創設・共有

自主探究・自主探究型卒業研究
メンターのもと題材を選定し
自ら課題解決に取り組む

合意形成演習
技術的にニュートラルに科学的に検証しつつ
多様な関係者とコミュニケーションをとる

地元

海外
産業界
エンジニア

公務員 起業家 研究者

ECOWIND

行政

✓ 講師派遣・事業推進のアド
バイス

✓ 研修機会の創設・共有
✓ 地域貢献のアイデア共創

実践力の養成

大学等

✓ 研修機会の創設・共有 グローバルキャンプ
海外の学生との
実践的交流

再エネ関連専門科目
所属学系科目を中心に

分野横断的に

再エネプロジェクト演習・実習
小規模事業を模擬あるいは実事業

を学生主体で行う

++ プロジェクト全体像を
俯瞰できる視野

コミュニケーション力
語学力

再生可能エネル
ギー専門知識

実践力の養成

国内外にオープン
な人材プラット
フォームを目指す

Core  

• 基盤としての数学・物理・国語・英語・社会
• 再生可能エネルギーへの関心を引く授業

サイトの近さを活かした現地見学、説明会

Introduction・Base

国内外の再生可能エネルギーの将来を
自律的に切り拓ける人材

３．秋田高専の目指す再生可能エネルギー人材育成



４．系横断融合専攻「風力発電」による学年進行概念図

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

系横断融合専攻「風力発電」による自立したグローバルエンジニアの養成

✓ 風力発電サイト
見学

✓ 風力発電業界
研究

✓ 基礎学力の
徹底

✓ 地域連携活動

各系での風力関連科目の履修

基礎的専門科目 目的志向で選択する応用的専門科目

英語を取り入れた授業を導入

メンターの指導により
自主探究型卒業研究

の課題探し

自主探究型
卒業研究

指導教員とメンターがサポート
課題解決志向・外部連携型の研究
系を横断した研究交流・探究

海外研修／企業研修／大学での単位取得

シンガポール英語研修／グローバル風力キャンプの企画運営参加
海外工場見学／企業インターンシップ
大学での研鑽（例）国際教養大学など近隣の大学の科目履修

成
果
発
表
／
長
期
研
修

後期
風
力
発
電
専
攻
の
志
望
調
査⇒

決
定
（各
系
５
名
程
度
か
）



導入教育：再生可能エネルギーへの誘い<1/2>
Introduction
Base

1. 現地研修
対象 1年生、留学生、短期留学生、他高専からの参加者も可

25名程度
概要 風力発電施設を見学、規模を実感するとともに、建設・運用に携わる技術者の体験談を聞く。

2. 風車を作ってみよう！ 回る羽根はどうやったら作れるかな？ ちゃんと電気が起こせるだろうか？
対象 1年生、留学生、短期留学生、他高専からの参加者も可
概要 風力発電の仕組みを試行錯誤的に体験してみる。コンペティション形式で優秀な作品を作ったチームを

表彰する。優秀チームは特別講演会などで発表してもらうことも検討。以下の派生的課題も組み込む。

2.1 英語で注文してみよう！
対象 1年生、留学生、短期留学生
概要 風車の材料を英語を使ってお店で買ってみるシミュレーション。英語に馴染んでもらう。

英語を身につけようと思う動機を持ってもらう。

2.2 いくら発電できるかな？ 自分の作った風車の発電量を計算してみよう
対象 1年生、留学生、短期留学生
概要 風速の3乗に比例して発電量が計算できる。これを実際に計算してみて、計算に合うか試してみる。

数学・物理に馴染んでもらう。数学・物理が役に立つことを知り、学ぼうとする動機を持ってもらう。

５． 導入＋基幹＋実践教育による人材育成① 具体的な提案



Introduction
Base 導入教育：再生可能エネルギーへの誘い<2/2>

3. 風の力で浮いて動くホバークラフトをつくってみよう
対象 秋田高専近隣の小学生
概要 風力関連イベントのひとつとして、小学生を対象としたホバークラフト工作教室を

開催する。

4. 我が高専の風力発電量の見える化
対象 ecoコンテストやGCON参加希望者など
概要 実際にミニ風力発電設備を設置し、秋田高専で発電している発電量を見える化する。

さらに、発電した電気をポータブル電源などに充電し、学生の携帯電話充電スポット
として実際に使ってもらえるようにする。

5. 県立高校（男鹿海洋高校等）、県内大学との交流
対象 本校希望者、県立高校希望者など

     概要 “2.風車を作ってみよう！“等の活動に県立高校学生が参加したり、秋田高専学生
が県立高校施設を見学し、交流する。

6. 再生可能エネルギーを起爆剤としたまちづくり・地域づくりアイデア創成
対象 デザインコンペティション参加者など
概要 エネルギー地産地消型まちづくりなどのアイデアを議論する。

５． 導入＋基幹＋実践教育による人材育成② 具体的な提案



Core 基幹教育：再生可能エネルギー人材に必須の素養を育成

1. グローバルキャンプ
対象 秋田高専本科生・専攻科生、短期留学生、（国際教養大の協力をいただく？）

20名程度
概要 ・イントロダクション（自己紹介、国の紹介等）

・風力発電見学
・地球温暖化を含めた地球環境に関する現状の調査、ディスカッション
・再生可能エネルギーの普及の現状、普及に向けた課題に関するディスカッション

目的 コミュニケーション力、語学力の育成

2. 再エネプロジェクト演習・実習
対象 秋田高専本科生・専攻科生、短期留学生 企業の技術者に協力いただく
概要 小規模事業を模擬あるいは実事業を学生主体で行う

例）休耕田に太陽光発電パネルを置いて発電しよう！ 以下の過程を実際に体験してみる
・適地選定、地元との交渉、合意形成
・地ならしの計画、設置計画、発電量計算
・許認可申請
・運用、メンテナンス

目的 プロジェクト全体像を俯瞰できる視野を育成

５． 導入＋基幹＋実践教育による人材育成③ 具体的な提案



実践教育：3要素（コミュニケーション力＋専門知識＋俯瞰できる視野）を融合できる実践力を養成

1. 自主探究・自主探究型卒業研究
対象 風力発電専攻学生（各系5名程度、1学年で20名程度）
概要 自ら再生可能エネルギーに関する課題を低学年から発見し解決する自主探究活動を行う。
2年：学内の研究室指導教員の指導を受けながら、メンター（企業の技術者や他大学の教員等を想定）のもと
題材を選定。
3年～4年：学内研究室指導教員の指導およびメンターのアドバイスを受けながら、自ら課題解決に取り組む。
5年：卒業研究の一環として、総まとめを行う。

2. 合意形成演習
対象 風力発電専攻学生（各系5名程度、1学年で20名程度）の4年を想定
概要 環境アセスメントの基本を学ぶ。また、企業の技術者等に協力をいただきながら、風力発電に関する

技術的課題をニュートラルに科学的に検証しつつ、市民を含めた多様な関係者とコミュニケーションをとる
シミュレーションを行なう。

５． 導入＋基幹＋実践教育による人材育成④ 具体的な提案



会 場：秋田県内
対 象：学生（および教職員）
内 容：エネルギーやGX、洋上風力等に関する

  学生向け見学会・セミナーの実施

６． 令和６年度の予定

学生向けセミナー・見学会 2～3月

会 場：東京近郊
対 象：関係者

全国高専等教育機関関係者、産業界関係者、
秋田県・北海道・青森県自治体関係者 等

内 容：産学官を交えた洋上風力人材像の
策定ワークショップの開催

産学官連携人材像ワークショップ 3月
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資料3

掲載省略

資料3-1 「あきた科学技術振興ビジョン2.0」

「https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/32876」参照

資料3-2 「あきた総合科学技術会議設置要綱」

「https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/1468」参照
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